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ヘルスケア施設への投資開始の背景

ヘルスケア施設への投資

ヘルスケアマーケットの市場性と将来の成⾧性

 高齢者人口、要支援・要介護者数の増加
による将来マーケットの成⾧性

 マーケットにおける売買・運用実績の蓄積
による市場性及び流動性の向上

 国内人口動態（年齢別）と高齢化率

（出所）国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口」

スポンサーによるヘルスケア施設の開発・運営

 野村不動産グループによる賃貸シニアレジデン
ス（OUKAS）の継続的な開発とスポンサー
パイプラインの活用

（出所）野村不動産ホールディングス 2023年3月期 第3四半期 決算説明資料

 野村不動産グループでの運用実績による
ノウハウ・知見の蓄積

 トラックレコードの蓄積によるリスク把握の
実現性

案件名 所在地 開業年 総戸数

オウカス船橋 千葉県船橋市 2017年 125戸

オウカス幕張ベイパーク 千葉県千葉市 2020年 141戸

オウカス吉祥寺 東京都三鷹市 2020年 116戸

オウカス日吉 神奈川県横浜市 2021年 120戸

オウカス志木 埼玉県朝霞市 2023年（予定） 145戸

オウカス世田谷仙川 東京都世田谷区 2023年（予定） 186戸

稼働中

稼働前

開発済／開発中案件の概要

オウカス日吉

オウカス吉祥寺

開発実績累計:8件（予定含む）

内、稼働中:4件

 高齢者向け住宅の充足率と政策目標

（出所）国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口」
国土交通省 住生活基本計画（全国計画）
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東京圏所在のヘルスケア施設4物件の取得を通じたポートフォリオ収益性の向上

本件取引における取得物件

（注1）鑑定評価書に記載された直接還元法における NOI を取得予定価格で除した数値を記載しています。また、小数点第 2 位を四捨五入した数値を記載しています。
（注2）第13期（2022年2月期）及び第14期（2022年8月期）における NOI の合計値を譲渡予定価格で除した数値を記載しています。また、小数点第 2 位を四捨五入した数値を記載しています。

譲渡予定価格 3,040百万円

NOI利回り
（注2）

5.0%

竣工年月 2008年2月

NMF天神南ビル（オフィス）

譲渡予定価格 772百万円

NOI利回り
（注2）

5.0%

竣工年月 2006年9月

プライムアーバン大塚（居住用施設）

【取得物件】

【売却物件】

SOMPOケア ラヴィーレレジデンス用賀

取得予定価格 2,850百万円

鑑定評価額 3,390百万円

所有形態（土地） 一般定期借地権

NOI利回り（注1） 6.7%

竣工年月 2017年3月

SOMPOケア そんぽの家 大森西

グレイプス辻堂西海岸

SOMPOケア ラヴィーレレジデンス湘南辻堂

取得予定価格 1,462百万円

鑑定評価額 1,840百万円

所有形態（土地） 所有権

NOI利回り（注1） 4.7%

竣工年月 2014年11月

取得予定価格 1,820百万円

鑑定評価額 2,290百万円

所有形態（土地） 一般定期借地権

NOI利回り（注1） 7.7%

竣工年月 2016年7月

取得予定価格 1,150百万円

鑑定評価額 1,580百万円

所有形態（土地） 普通借地権

NOI利回り（注1） 6.4%

竣工年月 2017年7月

事業会社との強固なリレーション
により実現した総合型REITなら
ではのセクターを跨いだ資産入替
（取引予定日:2023年5月31日）
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者所定の手数料を必要とする場合があります。本投資法人が野村不動産投資顧問株式会社に支払う運用報酬につきましては、本投資法人規約等をご参照ください。本資料に記載された将来の予想に関する記述は、本資料作成日における本投資法人の投資方針、
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